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１．新地方公会計制度に基づく財務書類４表について 

 

 平成１８年５月に公表された「新地方公会計制度研究会報告書」を受けて同年８月に総務省から

示された「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（地方行革新指針）」に基づ

き、平成２２年度決算から、普通会計ベース及び連結ベースの財務書類４表（貸借対照表、行政コ

スト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）を作成・公表します。 

 

１．新地方公会計制度導入の背景 

現行の地方公共団体の財務会計は、現金主義がとられており、歳入・歳出の収支計算により決

算書等を作成しています。 

平成１２年４月１日に「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（地方分権

一括法）」が施行され、地方分権の流れが加速するのと歩調を合わせ、地方公共団体は既存の経

常収支比率など現金収支にかかる情報を中心とした財政指標だけでなく、資産や負債などの情報

やコストを意識し、財政状況を総合的かつ長期的に把握するために企業会計的手法の導入が必要

とされるようになってきました。 

このような状況の中、平成１８年８月に総務省より公表された「地方公共団体における行政改革

の更なる推進のための指針」において地方公会計改革の取り組みとして、発生主義・複式簿記の

考え方を取り入れた公会計の整備が掲げられました。そして、平成１９年１０月の総務省通知「公会

計の整備推進について」において、町村については５年後までに「貸借対照表」、「行政コスト計算

書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の財務書類４表の整備・公表が要請されました。 

このことを踏まえ宝達志水町では、「新地方公会計制度研究会報告書」で示された財務書類のモ

デルのうち、「総務省改訂モデル」を用いて普通会計ベースと特別会計、地方公社等を含めた連結

ベースの財務書類４表を整備・公表することとしました。 

 

２．財務書類４表の作成基準 

宝達志水町の財務書類４表は、平成１９年１０月に総務省が公表した「新地方公会計制度実務研

究会報告書」に基づき、昭和４４年度以降の「地方財政状況調査表」、「地方公営企業決算状況表」、

「歳入歳出決算書」などを用いて作成しました。また、連結対象団体においては、各団体において作

成されている決算書類等を基に作成しました。 

対象年度は平成２３年度で、平成２４年３月３１日を作成基準日としています。なお、出納整理期

間における出納については、基準日までに終了したものとして処理しています。 

 

３．財務書類４表の関係 

 財務書類は、４つの表から構成されていますが、４表は「図１ 財務書類４表の関係」に示すとおり、

それぞれ関連性をもっています。 

 

４．連結の範囲 

 財務諸表は普通会計ベースで作成するほか、自治体を構成する他の特別会計等及び自治体と

連携して行政サービスを実施している各種関係団体等を一つの行政サービスとみなし連結ベース

で作成します。この連結の範囲を「図２ 連結の範囲」に示します。 
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図１ 財務書類４表の関係 

 

 

《連結対象団体》
・宝達志水町土地開発公社

・社会福祉法人渚会

・一般会計
・ケーブルテレビ事業特別会計

・国民健康保険特別会計
・後期高齢者医療特別会計
・介護保険特別会計
・国民健康保険直営診療所特別会計
・水道事業会計
・下水道事業会計
・国民健康保険志雄病院事業会計

『連結』

『普通会計』

『宝達志水町全体』

 

図２ 連結の範囲 



５．財務書類４表について 

 地方公共団体の財務会計は、年度単位を基本とする現金主義がとられており、歳入と歳出を差引

きする単式簿記の方法を用いているため、取得した資産の状況や減価償却などの費用について把

握ができません。現金の出入りだけでなく、これまでに蓄積された資産や発生した経費を含めて分

析・公表するために、企業会計の手法を取り入れたものが「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、

「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の財務４表です。 

 

５－１． 貸借対照表 

 貸借対照表とは、自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、

その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表

です。また、資産合計額と負債・純資産合計額が一致し、左右がバランスしている表である

ことからバランスシートとも呼ばれます。 

５－２． 行政コスト計算書 

 行政コスト計算書は、４月１日から３月３１日までの１年間の行政活動のうち福祉活動やご

みの収集といった資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と、その行政サービス

の直接の対価として得られた財源を対比させた財務書類です。 

５－３． 純資産変動計算書 

 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が、１年間でど

のように変動したかを表した計算書です。 

５－４． 資金収支計算書 

 資金収支計算書は、歳計現金（資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（「経常

的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」）に分けて表示した財

務書類です。 

 

 宝達志水町の平成２３年度決算・財務書類４表については次頁以降の解説編で詳しく解説しま

す。 

 

  



２．貸借対照表解説 

 

《概要》 

貸借対照表は、「資産の部」「負債の部」「純資産の部」から構成されています。 

「資産」には、①自治体が住民サービスを提供するために使用すると見込まれるもの（使う資産）

と、②将来、自治体に資金流入をもたらすもの（売れる資産、回収する資産）の２つがあります。例

えば、①についてはインフラ資産や施設などの有形固定資産が含まれ、②には税金の未収入金や

売却可能資産などが含まれます。 

「負債」とは、将来、支払い義務の履行により自治体から資金流出をもたらすもので、主たる項目

として地方債などがあります。地方債は、公共資産など住民サービスを提供するために保有する財

産の財源として見た場合、住民サービスを受ける世代間の公平性の観点から発行されるといわれ

ます。このため負債は「将来世代が負担する部分」という見方ができます。 

「純資産」とは、資産と負債の差額で、主たる項目として補助金や一般財源があります。上記と同

様に住民サービスを提供するために保有する財産の財源として見た場合、純資産は「現在までの

世代が負担した部分」という見方ができます。 

 

 

≪貸借対照表のイメージ≫ 

借  方 貸  方 

〔資産の部〕 

町が住民サービスを提供するために 

保有している財産 

①使う資産 

（インフラ資産・施設など） 

②売れる資産、回収する資産 

（未収金・売却可能資産など） 

〔負債の部〕 

将来世代が負担する金額 

（地方債・退職手当引当金など） 

〔純資産の部〕 

現在までの世代が負担した金額 

（国県支出金・一般財源など） 

 

平成２３年度末に宝達志水町の普通会計で保有している「資産合計」は、319億5,030万3千円とな

っています。この資産を形成するために、将来世代の負担となる「負債」は144億794万円（構成比

45.1％）、これまでの世代が負担してきた「純資産」は175億4,236万3千円（同54.9％）となっており、

「負債」と「純資産」の割合は概ね45：55となっております。負債と比較すると純資産が多く、将来世

代の負担が少ないことがわかります。 

 

「資産」の内訳としては、公共資産が279億3,921万4千円（構成比87.4％）、投資等が29億1,400万

2千円（同9.1％）、流動資産が10億9,708万7千円（同3.4％）となっており、ほとんどを公共資産が占

めています。 

この公共資産を行政目的別に見てみると、道水路や公園整備などの「生活インフラ・国土保全」

に要した経費が93億7,583万5千円と最も多く、公共資産の33.6％を占めています。次に小中学校や

体育館などの「教育」に要した経費が80億8,869万5千円で公共資産の29.0％となっており、「生活イ



ンフラ・国土保全」と「教育」が公共資産の約63％を占めています。 

 

「負債」のうち固定負債は、平成25年度（翌々年度）以降に償還する地方債、退職手当等引当金

などの合計127億7,360万9千円で、負債の88.7％となっています。 

このうち地方債償還額が109億8,189万8千円で固定負債の86.0％を占めています。また、退職手

当等引当金は、全職員が年度末に普通退職したと仮定した場合に必要な金額で、17億8,151万9千

円で固定負債の13.9％となっています。その他、長期未払金として、1,019万2千円で固定負債の

0.1％となっています。内訳は、ちどり園償還金補助の1,019万2千円です。 

「負債」のうち翌年度に支払わなければならない負債である流動負債は、16億3,433万1千円で負

債の11.3％となっています。 

このうち翌年度償還予定地方債が16億2,465万8千円で流動負債の99.4％を占めています。また、

未払金は、967万3千円で流動負債の0.6％となっています。内訳は、ちどり園償還金補助の967万3

千円です。 

 

 

《財務分析》 

○社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、これまで

の世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合を見ることができます。 

 

社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×100 

※ 貸借対照表の数値を用いて算出。 

 

また、地方債に着目すれば、将来返済しなければならない今後の世代によって負担する割合を

見ることができます。 

 

社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高÷公共資産合計×100 

※ 貸借対照表の数値を用いて算出。なお、地方債残高は、固定負債の「地方債」のみならず、流動負債

の「翌年度償還予定地方債」、社会資本形成の財源としての「長期未払金」及び「未払金」を加味して算

出。 

 

宝達志水町の過去及び現世代負担比率は62.8％、将来世代負担比率は45.1％となっています。 

平均的な負担比率としては、過去及び現世代負担比率は５０％～９０％の間、将来世代負担比

率は１５％～４０％の間の比率となりますが、過疎化が進んでいる団体や合併特例債を発行してい

る団体では、将来世代負担比率が高くなる傾向があります。 

 

項  目 金 額 ・ 比 率 

公共資産合計  a 279億3,921万4千円 

純資産合計  b 175億4,236万3千円 



地方債残高  c 126億655万6千円 

過去及び現世代負担比率  ｂ／ａ 62.8％ 

将来世代負担比率  ｃ／ａ 45.1％ 

※ 公共資産に対する純資産、地方債の割合を見たものであるため、両比率の合計は１００％にはなりませ

ん。 

 

 

○歳入額対資産比率 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成された資産は何年分の歳入が充当さ

れたかを見ることができます。 

 

歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 

※ 「資産合計」は、貸借対照表の数値を使いますが、「歳入総額」は資金収支計算書の各部の収入合計の

総額に期首歳計現金残高を加算して算出。 

 

宝達志水町の歳入額対資産比率は4.1となっています。 

この比率の平均的な値は、3.0～7.0の間となり、比率が高いほど社会資本整備が進んでいると考

えられます。 

 

項  目 金 額 ・ 比 率 

資産合計  a 319億5,030万3千円 

経常的収支の部 収入合計 ① 70億909万1千円 

公共資産整備収支の部 収入合計 ② 1億585万9千円 

投資的・財務的収支の部 収入合計 ③ 4億9,639万9千円 

期首歳計現金残高 ④ 2億3,271万7千円 

歳入総額  ｂ（①＋②＋③＋④） 78億4,406万6千円 

歳入額対資産比率  a／ｂ 4.1 

 

○資産老朽化比率 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算

することにより、耐用年数に比べて償却資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把

握することができます。 

 

資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）×１００ 

※ 貸借対照表の数値を用いて算出。減価償却累計額、土地は「注記※５」、有形固定資産は「資産の部」

の数値を使用。 

 



宝達志水町の歳入額対資産比率は50.9%となっています。 

平均的な負担比率としては、過去及び現世代負担比率は35％～50％の間となり、平均的な比率

をやや超過しており、老朽化が進んでいるといえます。この比率が高いということは、立て替えや修

繕などにかかる経費の支出が、将来的には増えることが見込まれます。 

 

項  目 金 額 ・ 比 率 

減価償却累計額  a 246億4,917万2千円 

有形固定資産合計  ｂ 279億3,921万4千円 

土地  c 41億8,640万5千円 

資産老朽化比率  a／（ｂ－ｃ＋a） 50.9％ 

 

 

○住民一人当たりの貸借対照表 

貸借対照表自体では、団体の人口規模等により単純な他団体比較が困難ですが、貸借対照表

の各項目の金額を住民一人当たりに換算することにより、他団体と比較しやすくなります。 

宝達志水町の普通会計の貸借対照表の金額を住民一人当たりで算出すると、資産は219万円で

負債は99万円、純資産が120万円となっています。 

町村での住民一人当たりの平均的な値として、資産額は 100万円～500万円、負債額は 30万円

～200万円の間の金額になります。 

 

資産の部 負債の部 

１ 公共資産 

２ 投資等 

３ 流動資産 

 

1,917,980円 

200,041円 

75,313円 

 

１ 固定負債 

２ 流動負債 

876,887円 

112,194円 

負債合計 989,081円 

純資産の部 

純資産合計 1,204,254円 

資産合計 2,193,334円 負債・純資産合計 2,193,334円 

（平成 24年 3月 31日現在の住民基本台帳人口：14,567人） 

 

  



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 10,981,898

①生活インフラ・国土保全 9,375,835 (2) 長期未払金

②教育 8,088,695 ①物件の購入等

③福祉 1,840,424 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 1,632,417 ③その他

⑤産業振興 3,290,266 長期未払金計 10,192

⑥消防 85,791 (3) 退職手当引当金 1,781,519

⑦総務 3,219,353 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 27,532,781 (5) その他 0

(2) 売却可能資産 406,433 固定負債合計 12,773,609

公共資産合計 27,939,214

２　流動負債

２　投資等 (1) 翌年度償還予定地方債 1,624,658

(1) 投資及び出資金 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

①投資及び出資金 851,302 (3) 未払金 9,673

②投資損失引当金 0 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

投資及び出資金計 851,302 (5) 賞与引当金 0

(2) 貸付金 0 (6) その他 0

(3) 基金等 流動負債合計 1,634,331

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,719,971 負　　債　　合　　計 14,407,940

③土地開発基金 250,310

④その他定額運用基金 10,000

⑤退職手当組合積立金 0 [純資産の部]

基金等計 1,980,281 １　公共資産等整備国県補助金等 3,194,452

(4) 長期延滞債権 141,379

(5) 回収不能見込額 △ 58,960 ２　公共資産等整備一般財源等 19,663,361

投資等合計 2,914,002

３　その他一般財源等 △ 5,380,090

３　流動資産

(1) 現金預金 ４　資産評価差額 64,640

①財政調整基金 532,794

②減債基金 410,768 純　 資　 産　 合　 計 17,542,363

③歳計現金 132,483

④歳計外現金 0

現金預金計 1,076,045

(2) 未収金

①地方税 31,702

②その他 1,270

③回収不能見込額 △ 11,930

未収金計 21,042

流動資産合計 1,097,087

資　　産　　合　　計 31,950,303 負 債 ・ 純 資 産 合 計 31,950,303

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち8,439,296千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 23,843,582 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 12,606,556 千円 12,606,556 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 19,865 千円 19,865 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 8,271,631 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 682,953 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 1,781,519 千円 1,781,519 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 481,058 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 15,462,907 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 1,705,202 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 452,775 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 13,304,930 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 8,380,675 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は4,186,405千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は24,649,172千円です。

0

0

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・
偶発債務】

0

8,271,631

682,953

481,058

2,776,638

0

1,797,000

0

0

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

0

43,790

2,776,638

235,322

927,325

1,613,991

10,192

597,847

77,054

164,352

556

1,893,039

平成２３年度　普通会計貸借対照表
（平成２４年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 23,454,664 ①普通会計地方債 10,981,898

②教育 8,088,695 ②公営事業地方債 9,962,900

③福祉 2,746,418 地方公共団体計 20,944,798

④環境衛生 5,635,760 (2) 関係団体

⑤産業振興 7,528,194 ①一部事務組合･広域連合地方債 0

⑥消防 85,791 ②地方三公社長期借入金 104,000

⑦総務 3,219,353 ③第三セクター等長期借入金 166,540

⑧収益事業 0 関係団体計 270,540

⑨その他 0 (3) 長期未払金 10,192

有形固定資産合計 50,758,875 (4) 引当金 1,781,519

(2) 無形固定資産 5,573 (うち退職手当引当金) 1,781,519

(3) 売却可能資産 406,433 (うちその他の引当金) 0

公共資産合計 51,170,881 (5) その他 0

固定負債合計 23,007,049

２　投資等

(1) 投資及び出資金 851,302 ２　流動負債

(2) 貸付金 0 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 2,363,768 ①地方公共団体 2,418,344

(4) 長期延滞債権 260,233 ②関係団体 0

(5) その他 50,755 翌年度償還予定額計 2,418,344

(6) 回収不能見込額 △ 31,443 (2) 短期借入金(翌年度繰上充用金を含む) 1,265,000

投資等合計 3,494,615 (3) 未払金 145,023

(4) 翌年度支払予定退職手当 0

３　流動資産 (5) 賞与引当金 0

(1) 資金 2,807,206 (6) その他 7,122

(2) 未収金 360,729 流動負債合計 3,835,489

(3) 販売用不動産 1,394,240

(4) その他 12,599 負　　債　　合　　計 26,842,538

(5) 回収不能見込額 △ 6,672

流動資産合計 4,568,102

[純資産の部]

４　繰延勘定 0 １　公共資産等整備国県補助金等 12,612,978

２　公共資産等整備一般財源等 22,040,223

３　他団体及び民間出資分 1,723,851

４　その他一般財源等 △ 4,091,515

５　資産評価差額 105,523

純　 資　 産　 合　 計 32,391,060

資　　産　　合　　計 59,233,598 負 債 ・ 純 資 産 合 計 59,233,598

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 0 千円

②債務保証又は損失補償 1,797,000 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）

③その他 0 千円

※２　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち8,439,296千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※３　有形固定資産のうち、土地は4,517,670千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は32,664,848千円です。

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

平成２３年度　連結貸借対照表
（平成２４年３月３１日現在）



《用語解説》 

貸借対照表 

用 語 解     説 

有形固定資産 行政サービスを提供するために有している資産。具体的には、土地、

建物等が該当します。行政目的別に分類され、決算統計上の区分と

の対応は次のとおりです。 

貸借対照表 決算統計上の区分 

生活インフラ・国土保全  土木費 

教 育 教育費 

福 祉 民生費 

環境衛生 衛生費 

産業振興 農林水産業費、労働費、商工費 

消 防 消防費 

総 務 総務費、その他 
 

売却可能資産 

 

現に公用もしくは公共用に供されていないすべての公共資産。 

財産売払収入として予算に計上したものとしています。 

投資及び出資金 他団体等への出資（出捐）金を計上。 

投資損失引当金 投資及び出資金のうち、将来回収できないと見込まれる損失金額を

予め予算計上しておくもの。 

退職手当組合積立金 退職手当組合が保有する当年度末の資産について、加入団体ごとの

持分相当額を計上。 

長期延滞債権 町税や貸付金、使用料等の収入未済額のうち、１年以上経過したも

の。 

回収不能見込額 貸付金や長期延滞債権のうち、回収不能となることが見込まれる金

額。過去の不納欠損の実績等から算出。 

未収金 町税や貸付金、使用料の収入未済額のうち、１年以内に発生したも

の。 

退職手当引当金 当年度末に特別職を含む全職員が普通退職した場合の退職手当支

給見込額から、翌年度支払予定の退職手当額を除いた額。 

損失補償等引当金 将来発生する可能性のある損失補償等の履行見込額を計上。 



用 語 解     説 

賞与引当金 翌年度に支払うことが予定される期末手当及び勤勉手当のうち当年

度の負担相当額。 

公共資産等整備国県補

助金等 

行政サービスを提供するための資産の取得に充てた国・県からの補

助金の額。 

公共資産等整備一般財

源等 

行政サービスを提供するための資産の取得に充てた一般財源の額。 

その他一般財源等 「資産合計－負債合計－その他一般財源等以外の純資産合計」によ

り算出された額。通常、多くの自治体でマイナスとなります。 

これは、資産形成を伴わない臨時財政対策債等の負債が存在し、そ

の償還に対する積み立てがされていないため、将来自由に財源とし

て使用できる純資産がマイナスとなっていることを表します。 

これらの負債は、将来の地方交付税等の一般財源により賄われま

す。 

資産評価差額 新たに売却可能資産を計上した場合、もしくは資産の評価替えを行っ

た売却可能価格と帳簿価格との差額、及び寄附等により無償で資産

を受贈した場合の当該資産に係る評価額の合計。 

  



３．行政コスト計算書解説 

 

《概要》 

行政コスト計算書は、「経常行政コスト」と「経常収益」からなり、これらを差引きしたものが、「純経

常行政コスト」になります。 

「経常行政コスト」（行政サービスに係る経費）は、性質別（性質別行政コスト）と行政目的別（目的

別行政コスト）に分解して見ることができます。 

行政コスト計算書を縦方向に見る「性質別行政コスト計算書」では、資産形成に結びつかない１

年間の行政サービスを提供するにあたって、人件費や物件費、補助金など、どのような性質の経費

を要した（経常行政コスト）のか、また、このような行政サービス提供の対価としての使用料や手数

料といった受益者負担（経常収益）がどの程度あったのかが把握できます。 

一方、行政コスト計算書を横方向に見る「目的別行政コスト計算書」では、経常行政コストと経常

収益が、生活インフラ・国土保全、教育、福祉といった行政目的別にそれぞれどの程度あったかを

見ることができます。 

「純経常行政コスト」は、経常行政コストと経常収益との差引いた額で、地方税や地方交付税とい

った一般財源などで賄わなければならないコストを表します。 

 

平成23年度の「経常行政コスト」の総額は、65億212万3千円となりました。これに対して「経常収

益」は3億1,511万2千円となり、これらを差引きした「純経常行政コスト」は61億8,701万1千円となって

います。 

 

性質別に見てみると、人件費などの「人にかかるコスト」は12億8,531万1千円で「経常行政コスト」

の19.8％を占めています。 

「物にかかるコスト」は20億6,405万2千円で31.7％を占めており、主なものは、減価償却費10億

5,713万4千円、物件費9億6,084万9千円などです。 

社会保障給付、補助金等、他会計等への支出額などの「移転支出的コスト」は29億5,533万7千円

と最も多く、「経常行政コスト」の45.5％を占めています。主なものは、特別会計等への繰出金など

の支出額が13億5,849万2千円、他団体等への補助金等が8億2,998万円、社会保障給付が6億

8,413万円などとなっています。 

「その他の行政コスト」は1億9,742万3千円で3.0％となっています。主なものは、地方債の支払利

息で1億9,194万7千円です。 

 

目的別に見てみると、社会保障給付や国民健康保険・介護保険特別会計等への繰出金などの

「移転支出的コスト」が多い「福祉」が18億8,205万9千円と最も多く、「経常行政コスト」の28.9％を占

めています。 

次に「人にかかるコスト」や「物にかかるコスト」が多い「総務」が10億170万3千円で15.4％、水道

事業会計や志雄病院会計への繰出金や補助金などの「移転支出的コスト」が多い「環境衛生」が8

億3,207万円で12.8％、減価償却など「物にかかるコスト」や下水道事業会計等への繰出金などの

「移転支出的コスト」が多い「生活インフラ・国土保全」が7億6,660万3千円で11.8％、物件費など「物

にかかるコスト」などが多い「教育」が7億6,557万5千円で11.8％の順となっています。 



 

 

《財務分析》 

○受益者負担比率 

行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者の負担額ですので、経常収益の行政コ

ストに対する割合で、受益者負担割合が算定できます。 

 

受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×１００ 

 

宝達志水町の受益者負担比率は、4.8％となっています。 

平均的な負担比率としては、２％～８％の間となりますが、比率が著しく低い場合などは、原因を

詳細に検討する必要があります。 

 

項  目 金 額 ・ 比 率 

経常収益  a 3億1,511万2千円 

経常行政コスト  b 65億212万3千円 

受益者負担比率  a／b 4.8% 

 

 

○行政コスト対公共資産比率 

行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがか

けられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているか（資産が効

率的に活用されているか）を分析することができます。 

 

行政コスト対公共資産比率（％）＝経常行政コスト÷公共資産×１００ 

※ 「経常行政コスト」は行政コスト計算書、「公共資産」は貸借対照表の数値を使用。 

 

宝達志水町の行政コスト対公共資産比率は23.3％となっています。 

この比率の平均的な値は、１０％～３０％の間となります。 

項  目 金 額 ・ 比 率 

経常行政コスト  a 65億212万3千円 

公共資産  b 279億3,921万4千円 

行政コスト対公共資産比率  a／b 23.3% 

  



○行政コスト対税収等比率 

純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることで、当年度の行われた行政サービスの

コストから受益者負担を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で賄われたか

がわかります。 

 

行政コスト対税収等比率（％）＝純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入）×１００ 

※ 「純経常行政コスト」は行政コスト計算書、「一般財源」及び「補助金等受入」は純資産変動計算書のその

他一般財源等の列の数値を使用。 

 

宝達志水町の行政コスト対税収等比率は95.6％となっています。 

この比率の平均的な値は、９０％～１１０％の間となります。 

比率が１００％を下回っていると、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたか、あるいは翌年度

以降へ引き継ぐ負担が軽減されたこと（もしくはその両方）を表しており、逆に、比率が１００％を上

回っていると、過去から蓄積した資産が取り崩されたか、あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負担が増

加したこと（もしくはその両方）を表しています。 

また、比率が１００％から乖離しているほど、それらの割合が高いことになります。 

 

項  目 金 額 ・ 比 率 

純経常行政コスト  a 61億8,701万1千円 

一般財源  b 56億6,506万5千円 

補助金等受入  c 8億813万2千円 

行政コスト対税収等比率  a／（b＋c） 95.6% 

 

 

○住民一人当たりの行政コスト 

行政コスト計算書自体では、団体の人口規模等により単純な他団体比較が困難ですが、行政コ

スト計算書の各項目の金額を住民一人当たりに換算することにより、他団体と比較しやすくなりま

す。 

宝達志水町の普通会計の行政コスト計算書の金額を住民一人当たりで算出すると、経常行政コ

ストは44万6千円で経常収益は2万2千円、純経常行政コストは42万5千円となっています。 

町村の住民一人あたりの経常行政コストの平均的な値は２０万円～９０万円の間の金額になりま

す。 

 

項  目 金 額 ・ 比 率 

1 人にかかるコスト 88,234円 

２ 物にかかるコスト 141,694円 

3 移転的支出的コスト 202,879円 

４ その他の行政コスト 13,552円 



経常行政コスト  a 446,360円 

1 使用料・手数料 14,654円 

2 分担金・負担金・寄附金 6,978円 

経常収益  ｂ 21,632円 

純経常行政コスト  a－ｂ 424,728円 

（平成 24年 3月 31日現在の住民基本台帳人口：14,567人） 

 

  



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 1,100,000 16.9% 39,211 159,608 281,079 51,518 67,625 3,716 403,512 93,731 0

（２）退職手当引当金繰入等 185,311 2.9% 5,021 27,127 47,772 8,756 11,493 632 68,580 15,930 0

１ （３）賞与引当金繰入額 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 1,285,311 19.8% 44,232 186,735 328,851 60,274 79,118 4,348 472,092 109,661 0

（１）物件費 960,849 14.8% 13,177 324,288 92,035 107,751 90,452 8,798 319,232 5,116 0

（２）維持補修費 46,069 0.7% 40,006 3,370 1,296 0 343 0 1,054 0

（３）減価償却費 1,057,134 16.3% 288,903 227,755 86,358 79,716 208,532 17,459 148,411 0 0

小　　計 2,064,052 31.7% 342,086 555,413 179,689 187,467 299,327 26,257 468,697 5,116 0

（１）社会保障給付 684,130 10.5% 4,496 661,934 17,700

（２）補助金等 829,980 12.8% 2,211 18,931 68,776 297,874 172,056 210,469 57,590 2,073 0

３ （３）他会計等への支出額 1,358,492 20.9% 371,533 0 618,601 268,755 98,954 649 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

82,735 1.3% 6,541 0 24,208 0 48,662 0 3,324 0 0

小　　計 2,955,337 45.5% 380,285 23,427 1,373,519 584,329 319,672 211,118 60,914 2,073 0

（１）支払利息 191,947 3.0% 191,947

（２）回収不能見込計上額 5,476 0.1% 5,476

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 197,423 3.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 191,947 5,476 0

6,502,123 766,603 765,575 1,882,059 832,070 698,117 241,723 1,001,703 116,850 191,947 5,476 0

（　構　成　比　率　） 11.8% 11.8% 28.9% 12.8% 10.7% 3.7% 15.4% 1.8% 3.0% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 213,469 2,312 2,421 95,269 14,123 24,121 0 46,430 0 0 0 28,793

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 101,643 2,477 65,041 15,942 0 15,008 0 2,545 0 0 0 630

315,112 4,789 67,462 111,211 14,123 39,129 0 48,975 0 0 0 29,423

ｄ／ａ 4.85% 0.6% 8.8% 5.9% 1.7% 5.6% 0.0% 4.9% 0.0% 0.0% 0.0%

6,187,011 761,814 698,113 1,770,848 817,947 658,988 241,723 952,728 116,850 191,947 5,476 0 △ 29,423

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ

平成２３年度　普通会計行政コスト計算書
（自　平成２３年４月 １ 日　　　至　平成２４年３月３１日）

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 2,045,192 18.2% 44,185 159,608 611,050 655,150 74,240 3,716 403,512 93,731 0

（２）退職手当引当金繰入等 197,247 1.8% 5,021 27,127 58,931 9,533 11,493 632 68,580 15,930 0

１ （３）賞与引当金繰入額 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 2,242,439 20.0% 49,206 186,735 669,981 664,683 85,733 4,348 472,092 109,661 0

（１）物件費 1,737,429 15.5% 82,242 324,288 293,638 594,569 109,546 8,798 319,232 5,116 0

（２）維持補修費 78,174 0.7% 47,768 3,370 4,707 19,638 1,637 0 1,054 0

（３）減価償却費 1,607,275 14.3% 506,649 227,755 131,701 309,264 266,036 17,459 148,411 0 0

小　　計 3,422,878 30.5% 636,659 555,413 430,046 923,471 377,219 26,257 468,697 5,116 0

（１）社会保障給付 3,281,732 29.3% 4,496 3,259,536 17,700

（２）補助金等 1,635,827 14.6% 4,090 18,931 851,168 319,245 172,261 210,469 57,590 2,073 0

３ （３）他会計等への支出額 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

82,735 0.7% 6,541 0 24,208 0 48,662 0 3,324 0 0

小　　計 5,000,294 44.6% 10,631 23,427 4,134,912 336,945 220,923 210,469 60,914 2,073 0

（１）支払利息 447,194 4.0% 447,194

（２）回収不能見込計上額 13,819 0.1% 13,819

（３）その他行政コスト 91,699 0.8% 4,518 0 62,781 24,394 6 0 0 0 0

小　　計 552,712 4.9% 4,518 0 62,781 24,394 6 0 0 0 447,194 13,819 0

11,218,323 701,014 765,575 5,297,720 1,949,493 683,881 241,074 1,001,703 116,850 447,194 13,819 0

（　構　成　比　率　） 6.2% 6.8% 47.2% 17.4% 6.1% 2.1% 8.9% 1.0% 4.0% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使用料・手数料 213,469 2,312 2,421 95,269 14,123 24,121 0 46,430 0 0 0 28,793

２ 分担金・負担金・寄附金 1,335,691 8,577 65,041 1,240,860 3,030 15,008 0 2,545 0 0 0 630

３ 保険料 643,981 643,981

４ 事業収益 1,912,850 124,714 0 487,146 1,261,832 39,158 0 0 0 0

５ その他特定行政サービス収入 28,857 121 0 16,635 12,070 31 0 0 0 0

4,134,848 135,724 67,462 2,483,891 1,291,055 78,318 0 48,975 0 0 0 29,423

36.86% 19.4% 8.8% 46.9% 66.2% 11.5% 0.0% 4.9% 0.0% 0.0% 0.0%

7,083,475 565,290 698,113 2,813,829 658,438 605,563 241,074 952,728 116,850 447,194 13,819 0 △ 29,423

経常収益　合計　ｂ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

平成２３年度　連結行政コスト計算書
（自　平成２３年４月 １ 日　　　　　　至　平成２４年３月３１日）

２

４

経常行政コスト　ａ

ｂ／ａ



《用語解説》 

行政コスト計算書 

用 語 解     説 

退職手当引当金繰入等 宝達志水町は退職手当組合に加入しているため、次により算出。 

（当年度末退職手当引当金－当年度末退職手当組合積立金）－（前

年度末退職手当引当金－前年度末退職手当組合積立金）＋当年度

退職手当組合負担金。 

賞与引当金繰入額 貸借対照表に計上した賞与引当金と同額を計上。 

減価償却費 土地以外の有形固定資産の経年劣化等により価値が減少したと認

められる額。 

社会保障給付 生活保護費、子ども手当、高齢者や障害者に対する援護措置等に要

する扶助費。 

他団体への公共資産整備

補助金等 

普通建設事業費のうち、他団体が自治体からの補助金を財源に公共

資産を整備した場合、整備された資産は自治体の資産ではないた

め、有形固定資産として貸借対照表には計上せず、自治体のコストと

して行政コスト計算書へ計上します。 

貸借対照表の欄外に注記した「他団体及び民間への支出金により形

成された資産」の当年度分の支出額です。 

支払利息 地方債及び一時借入金に係る支払利息を計上。 

回収不能見込計上額 貸付金や長期延滞債権のうち回収不能が見込まれる額。 

当年度末における回収不能見込額から、前年度末における回収不

能見込額を控除し、当年度の不能欠損額を加算し算出。 

経常収益 行政サービスの直接的な対価として受益者が負担した額。使用料・

手数料、分担金・負担金・寄附金が該当。 

純経常行政コスト 経常行政コストから経常収益を控除した額。地方税や地方交付税等

の一般財源で賄わなければならないコストを表します。 

 

  



４．純資産変動計算書解説 

 

《概要》 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部が、１年間でどのように変動したかを表してい

る計算書です。 

貸借対照表の純資産の部は、資産を形成するために現在までの世代が負担した部分を表してい

ますので、１年間で現在までの世代が負担した部分が増えたのか減ったのかがわかることになりま

す。 

また、純資産合計の内訳として「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財源

等」、「その他一般財源等」及び「資産評価差額」の金額が純資産合計額の右列に表示されていま

す。 

 

≪会計年度中の「純資産の部」の動きを表す計算書≫ 

前年度貸借対照表 当年度貸借対照表

負債 負債

純資産 純資産

公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源

その他
一般財源等

－ －

－ －

－

－ －

－ － －

－ － －

－その他

�期末純資産残高

純経常行政コスト

一般財源

科目振替

資産評価替え
による変動額

補助金等受入

臨時損益

資産 資産

純資産変動計算書

期首純資産残高

資産評価差額

変
　
　
動

－

－

－

－

－

無償受贈資産受入

 

平成２３年度純経常行政コスト61億8,701万1千円に対して、地方税や地方交付税などの一般財

源が56億6,506万5千円、補助金等が8億813万2千円ありました。 

また、売却可能価額と公会計により算出した簿価との差額を資産評価差額とし761万4千円があ

りました。 

これらの純資産の変動により、期首に171億5,015万7千円であった純資産残高が3億9,220万6千

円増加し、期末では175億4,236万3千円となっています。 



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 17,150,157 3,316,011 19,246,467 △ 5,484,575 72,254

純経常行政コスト △ 6,187,011 △ 6,187,011

一般財源

地方税 1,586,965 1,586,965

地方交付税 3,628,372 3,628,372

その他行政コスト充当財源 449,728 449,728

補助金等受入 848,139 40,007 808,132

臨時損益

災害復旧事業費 △ 1,890 △ 1,890

公共資産除売却損益 9,969 9,969

投資損失 0 0

損失補償等引当金 0 0

その他の臨時損益 0 0

　債務保証損失,損失補償額 0 0

　退職金支払額 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 0 193,085 △ 193,085

公共資産処分による財源増 0 0 △ 16,176 16,176 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 541,999 △ 541,999

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 0 △ 93,985 93,985

減価償却による財源増 0 △ 161,566 △ 895,568 1,057,134 0

地方債償還に伴う財源振替 0 898,931 △ 898,931

資産評価替えによる変動額 △ 7,614 △ 7,614

無償受贈資産受入 0 0

その他 65,548 0 △ 211,392 276,940 0

期末純資産残高 17,542,363 3,194,452 19,663,361 △ 5,380,090 64,640

平成２３年度　普通会計純資産変動計算書
（自　平成２３年４月 １ 日　　　至　平成２４年３月３１日）



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び民間
出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 31,793,791 12,701,529 21,611,007 1,615,429 △ 4,247,311 113,137

純経常行政コスト △ 7,083,475 △ 7,083,475

一般財源

地方税 1,586,965 1,586,965

地方交付税 3,628,372 3,628,372

その他行政コスト充当財源 449,728 449,728

補助金等受入 1,958,058 40,007 1,918,051

臨時損益 0

災害復旧事業費 △ 1,890 △ 1,890

公共資産除売却損益 9,701 9,701

投資損失 0 0

損失補償等引当金 0 0

収益事業純損失 0 0

その他の臨時損失 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 0 193,085 △ 193,085

公共資産処分による財源増 0 0 △ 16,176 16,176 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 541,999 △ 541,999

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 0 △ 93,985 93,985

減価償却による財源増 0 △ 161,566 △ 895,568 1,607,275 △ 550,141

地方債償還に伴う財源振替 0 898,931 △ 898,931

出資の受入・新規設立 108,422 108,422

資産評価替えによる変動額 542,527 542,527

無償受贈資産受入 0 0

その他 △ 601,139 33,008 △ 199,070 △ 435,077 0

期末純資産残高 32,391,060 12,612,978 22,040,223 1,723,851 △ 4,091,515 105,523

平成２３年度　連結純資産変動計算書
（自　平成２３年４月 １ 日　　　至　平成２４年３月３１日）



《用語解説》 

純資産変動計算書 

用 語 解     説 

期首純資産残高 前年度末の貸借対照表に計上されている純資産残高と一致。 

純経常行政コスト 行政コスト計算書における純経常行政コストと一致。 

その他行政コスト充当財源 地方譲与税、地方消費税交付金、地方特例交付金など。 

公共資産除売却損益 
公共資産を除却した場合は除却した公共資産の帳簿価格、売却し

た場合は公共資産の帳簿価格と売却額との差額を計上。 

投資損失 投資及び出資金の実質価格と取得価格との差額。 

損失補償等引当金繰入等 損失補償等引当金として新たに貸借対照表へ計上した額。 

科目振替 

取得時の財源投入額や処分時の財源増加額を把握し、純資産を

構成する科目相互間での資金の異動を明らかにするための項目

です。 

資産評価替えによる変動額 
貸借対照表に計上した資産の評価替えを行ったことにより生じた

評価差額です。 

無償受贈資産受入 貸借対照表に計上した寄附等により無償受贈した資産の額。 

期末純資産残高 当年度末の貸借対照表に計上されている純資産残高と一致。 

 

  



５．資金収支計算書解説 

 

《概要》 

資金収支計算書とは、行政活動を歳計現金（＝資金）の流れから見たものであり、会計年度内に

おける資金増減の内訳を示しています。 

「経常的収支の部」には、人件費、物件費、社会保障給付などの支出と、町税、地方交付税、国

県補助金等、使用料・手数料などの収入が計上されており、日常の行政活動による資金収支の状

況が表示されています。この収支の黒字額が少ない場合は、財政構造が硬直化していることになり

ます。 

「公共資産整備収支の部」では、道路や学校など公共資産整備に係る支出と、その財源となる国

県補助金等、地方債発行額などが収入として計上されており、いわゆる公共事業に伴う資金の使

途とその財源の状況を表示しています。 

「投資・財務的収支の部」には、投資及び出資金、貸付金、基金積立金、地方債償還金などによ

る支出と、その財源である国県補助金等、貸付金回収額、基金取崩額、地方債発行額などが収入

として計上されており、投資活動や地方債返還（財務活動）による資金の出入り状況が表示されて

います。 

以上の３つの区分で表示される資金収支計算書からは、自治体でどのような活動に資金を必要

とし、それをどのように賄ったのかがわかるとともに、歳計現金をどのような性質の活動で獲得し、

または使用しているのかを読み取ることができます。 

 

「経常的収支の部」の支出合計は50億163万5千円となっており、そのうち主なものは、人件費12

億2,049万1千円、物件費9億6,084万9千円、他会計等への事務費充当財源繰出支出10億6,627万9

千円などです。 

収入合計は70億909万1千円あり、そのうち金額が大きいものは、地方交付税の36億2,837万2千

円、地方税の15億7,789万6千円、国県補助金等の7億9,991万円などです。 

この結果、経常的収支差額20億745万6千円は公共資産整備や地方債償還などに充当されるこ

とになります。 

 

「公共資産整備収支の部」の支出合計は3億3,324万6千円となっており、その大部分となる2億

4,986万2千円が自団体で行う公共資産整備に係る支出です。 

公共資産整備支出の財源としては、国県補助金等4,822万9千円、地方債発行額3,760万円など

で合計1億585万9千円となっています。 

この結果、公共資産整備収支額は2億2,738万7千円の赤字となっていますが、これは経常的収

支の差額により賄われたことになります。 

 

「投資・財務的収支の部」の支出合計は23億7,670万2千円となっており、そのうち主なものは、基

金積立金が10億1,365万7千円、地方債償還額が9億5,755万1千円、他会計等への公債費充当財

源繰出金が2億9,156万4千円などです。 

一方、収入合計は4億9,639万9千円であり、投資・財務的収支額は、18億8,030万3千円の赤字と

なっていますが、これは経常的収支の差額により賄われたことになります。 



 

これらの収支の結果、平成23年度の１年間で歳計現金が1億23万4千円の減となり、期末歳計現

金残高は1億3,248万3千円となっています。 

 

また、欄外に資金収支計算書に含まれていない一時借入金に関する情報及び地方債の発行・償

還や財政調整基金・減債基金の積立・取崩しを全体の収支から除いた基礎的財政収支（プライマリ

ーバランス）に関する情報が注記されています。 

宝達志水町の場合、１年間で歳計現金が1億23万4千円減少していますが、地方債の元利償還

額（11億4,949万8千円）が地方債発行額（6億2,144万3千円）を上回っていることなどにより、基礎的

財政収支は10億1,150万9千円のプラスとなっています。 

 

 

《財務分析》 

○地方債の償還可能年数 

経常的に確保できる資金で地方債を返済した場合に何年で返済できるかを表す指標で、借金の

多寡や債務返済能力を見ることができます。 

地方債の償還可能年数（年）＝地方債残高÷経常的収支額 

（地方債発行額・基金取崩額を除く） 

※ 地方債残高は貸借対照表の「地方債」＋「翌年度以降償還予定額」、経常的収支額は資金収支計

算書の数値を用いて算出。 

 

宝達志水町の行政コスト対公共資産比率は9.7年となっています。 

この比率の平均的な値は、3～9年の間となっており、平均的な値をやや超過しています。 

この指標が大きければ大きいほど借金の経常的収支に対する負担は重く、債務償還能力が低い

こととなり、今後の財政運営の改善が必要と言えます。 

 

項  目 金 額 ・ 比 率 

地方債残高  a 126億655万6千円 

経常的収支額  b 20億745万6千円 

地方債発行額  c 6億2,144万3千円 

基金取崩額  d 8,400万円 

地方債の償還可能年数  a／（ｂ－ｃ－ｄ） 9.7年 

 

 

 

 

 

 

 



（単位：千円）

人件費 投資及び出資金

物件費 貸付金

社会保障給付 基金積立額

補助金等 定額運用基金への繰出支出

支払利息 他会計等への公債費充当財源繰出支出

他会計等への事務費等充当財源繰出支出 地方債償還額

その他支出 支 出 合 計

支 出 合 計 国県補助金等

地方税 貸付金回収額

地方交付税 基金取崩額

国県補助金等 地方債発行額

使用料・手数料 公共資産等売却収入

分担金・負担金・寄附金 その他収入

諸収入 収 入 合 計

地方債発行額 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

基金取崩額

その他収入 翌年度繰上充用金増減額

収 入 合 計 当年度歳計現金増減額

経 常 的 収 支 額 期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

公共資産整備支出 ※1 一時借入金に関する情報

公共資産整備補助金等支出 ① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

他会計等への建設費充当財源繰出支出 ② 平成２３年度における一時借入金の借入限度額は1,220,000千円です。

支 出 合 計 ③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

国県補助金等 ※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

地方債発行額 　収入総額

基金取崩額 　繰越金 △

その他収入 　地方債発行額 △

収 入 合 計 　財政調整基金等取崩額 △

公 共 資 産 整 備 収 支 額 　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支

△ 227,387

37,600

0

20,030

105,859

649

333,246

48,229

82,735

7,009,091

2,007,456

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

249,862

127,979

365,943

0

215,799

3,628,372

799,910

213,469

79,723

1,066,279

47,959

5,001,635

1,577,896

684,130

829,980

191,947

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

1,013,657

104,000

291,564

（自　平成２３年４月　１日　　　至　平成２４年３月３１日）

平成２３年度　普通会計資金収支計算書

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,220,491

9,930960,849

957,551

2,376,702

0

9,930

84,000

217,900

76,452

108,117

496,399

△ 1,880,303

0

△ 100,234

232,717

132,483

7,844,066

621,443

232,717

1,011,509

0

7,711,583

1,149,498

583,688



（単位：千円）

人件費 投資及び出資金

物件費 貸付金

社会保障給付 基金積立額

補助金等 定額運用基金への繰出支出

支払利息 地方債償還額

その他支出 長期借入金返済額

支 出 合 計 短期借入金減少額

地方税 収益事業純支出

地方交付税 その他支出

国県補助金等 支 出 合 計

使用料・手数料 国県補助金等

分担金・負担金・寄附金 貸付金回収額

保険料 基金取崩額

事業収入 地方債発行額

諸収入 長期借入金借入額

地方債発行額 収益事業純収入

長期借入金借入額 公共資産等売却収入

短期借入金借入額 その他収入

基金取崩額 収 入 合 計

その他収入 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額 翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

公共資産整備支出 経費負担割合変更に伴う差額

公共資産整備補助金等支出 期末歳計現金残高

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入
収 入 合 計
公 共 資 産 整 備 収 支 額

（自　平成２３年４月　１日　　　至　平成２４年３月３１日）

平成２３年度　連結資金収支計算書

636,778

1,838,251

84,000

318,900

12,910

1,057,491

104,000

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

426,766

219,272

11,850,817

2,425,172

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部 2,510,390

2,807,206

1,003,916

△ 1,802,184

0

296,816

2,806,100

0

9,930

0

0

0

104,000

0

0

95,000

0

76,452

410,634

1,536,699

△ 326,172

65,100

0

27,886
183,677

0

509,849

90,691

82,735

0

348

0

0

1,312,581

0

0

8,548

152,948

365,943

1,895,760

214,468

9,425,645

2,177,619

1,727,187

3,281,731

1,635,827

１ 経 常 的 収 支 の 部

447,194

156,087

1,577,896

3,628,372



《用語解説》 

資金収支計算書 

用 語 解     説 

経常的収支の部 
毎年度継続的に行われる経常的な行政活動に要する経費の資金

収支を計上しています。 

公共資産整備収支の部 
道路や学校など自団体で整備する公共資産整備に要する経費の

資金収支を計上しています。 

投資・財務的収支の部 
投資及び出資金、貸付金、基金積立金、地方債償還金などに要す

る経費の資金収支を計上しています。 

基礎的財政収支 

（プライマリーバランス） 

収入総額には繰越金を含めず、歳入・歳出収支から地方債の発行

額と利払いを含む償還額、年度間の財源調整機能を果たす財政

調整基金や減債基金の取崩額や積立金を除いた収支のバランス

をみるものです。近年の財政構造改革等の議論において、持続可

能な財政バランスの実現のための指標として使用されることが多

く、重要な指標として注記に掲載されています。 

 

  



６．財務諸表 前年度との比較 

 

《貸借対照表の前年度との比較》 

○資産の状況                             単位：千円、△印は減を意味します。 

 Ｈ23年度(Ａ) Ｈ22年度(Ｂ) Ａ-Ｂ 増減率 

１ 公共資産 27,939,214 28,779,944 △840,730 △2.9％ 

 うち有形固定資産 27,532,781 28,360,486 △827,705 △2.9％ 

 うち売却可能資産 406,433 419,458 △13,025 △3.1％ 

２ 投資等 2,914,002 2,459,482 454,520 18.5％ 

３ 流動資産 1,097,087 906,649 190,438 21.0％ 

 資産合計 31,950,303 32,146,075 △195,772 △0.6％ 

 

○負債・純資産の状況                        単位：千円、△印は減を意味します。 

 Ｈ23年度(Ａ) Ｈ22年度(Ｂ) Ａ-Ｂ 増減率 

１ 固定負債 12,773,609 13,736,019 △962,410 △7.0％ 

２ 流動負債 1,634,331 1,259,899 374,432 29.7％ 

 負債合計 14,407,940 14,995,918 △587,978 △3.9％ 

１ 公共資産等整備国県補

助金 
3,194,452 3,316,011 △121,559 △3.7％ 

２ 公共資産等整備一般財

源等 
19,663,361 19,246,467 416,894 2.2％ 

３ その他一般財源等 △5,380,090 △5,484,575 104,485 1.9％ 

４ 資産評価差額 64,640 72,254 △7,614 10.5％ 

 純資産合計 17,542,363 17,150,157 392,206 2.3％ 

 負債・純資産合計 31,950,303 32,146,075 △195,772 △0.6％ 

 



《行政コスト計算書の前年度との比較》 

○性質別純経常行政コストの状況                 単位：千円、△印は減を意味します。 

 Ｈ23年度(Ａ) Ｈ22年度(Ｂ) Ａ-Ｂ 増減率 

１ 人にかかるコスト 1,285,311 1,449,285 △163,974 △11.3％ 

２ 物にかかるコスト 2,064,052 2,013,241 50,811 2.5％ 

３ 移転支出的なコスト 2,955,337 2,795,905 159,432 5.7％ 

４ その他のコスト 197,423 131,862 65,561 49.7％ 

 経常行政コスト合計 6,502,123 6,390,293 111,830 1.7％ 

 

○目的別純経常行政コストの状況                 単位：千円、△印は減を意味します。 

 Ｈ23年度(Ａ) Ｈ22年度(Ｂ) Ａ-Ｂ 増減率 

１ 生活ｲﾝﾌﾗ・国土保全 766,603 820,581 △53,978 △6.6％ 

２ 教育 765,575 744,623 20,952 2.8％ 

３ 福祉 1,882,059 1,750,517 131,542 7.5％ 

４ 環境衛生 832,070 818,878 13,192 1.6％ 

５ 産業振興 698,117 669,957 28,160 4.2％ 

６ 消防 241,723 237,234 4,489 1.9％ 

７ 総務 1,001,703 1,132,452 △130,749 △11.5％ 

８ 議会 116,850 84,189 32,661 38.8％ 

９ 支払利息 191,947 197,564 △5,617 △2.8％ 

10 その他 0 △65,702 △65,702 皆減 

 経常行政コスト合計 6,502,123 6,390,293 111,830 1.7％ 

 

○収益の状況                             単位：千円、△印は減を意味します。 

 Ｈ23年度(Ａ) Ｈ22年度(Ｂ) Ａ-Ｂ 増減率 

１ 経常行政コスト 6,502,123 6,390,293 111,830 1.7％ 

２ 経常収益 315,112 327,931 △12,819 △3.9％ 

 うち使用料・手数料 213,469 224,189 △10,720 △4.8％ 

 うち分担金・負担金等 101,643 103,742 △2,099 △2.0％ 

（差引）純経常行政コスト 6,187,011 6,062,362 124,649 △2.1％ 

 

 

 


